
■　平成28年度障がいを理由とする差別の相談窓口における対応状況

１　相談窓口ごとの受付件数 ２　相談者の内訳

※同じ事案について、複数の窓口に相談していることがある。

3　障がい種別ごとの件数　（※重複あり） ４　対象分野別件数

５　障がい種別ごとの対象分野別件数　（※重複あり）
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相談窓口

区障がい者相談支援センター

地域活動支援センター（生活支援型）

区役所
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6　相談内容（相談の主訴）及び対応結果

※相談内容の分類であり、相談者の主訴をもとに判断し、計上しています。


※対応の過程で最終的に分類が異なる場合があります。

①傾聴：相談者が事業者への接触や解決を望まず、聞き取るにとどまったもの（要望、問合せ等含む）

　　　　あるいは、適切と思われる相談先を紹介したが、結果が不明なもの

②改善：事業者が何らかの改善策を講じたが、相談者の納得状況が確認できないもの

③解決：事業者が改善策を講じ、相談者の納得を得たもの

④未解決：事業者が改善策を講じない、相談者がこれ以上の対応を望まないなど、未解決となったもの

⑤継続：集計時点で対応が継続しているもの

（補足）

※人権啓発・相談センターでの相談は、内容に応じて適切な機関を紹介することとしている。

※大阪法務局人権擁護部では、人権侵害のおそれがある案件について、調査を実施、取組状況を公表

7　まとめ

・障がいに対する理解の不足に起因するものが多い。

・合理的配慮を求めたくても、事業者との関係から言いにくく、傾聴にとどまる事案がある。

・事業者としての方針が従業員まで浸透しておらず、理解のない行動につながっている事案がある。

・車椅子（電動車椅子を含む）が関係する事案が目立つ。

・広域的な企業（大企業等）の場合、本社等での対応となるなど、解決が困難となる事案がある。

・障がいを理由にした差別への対応は、本市相談窓口のみならず、権限を有する機関で実施していくものであ
るが、関係機関を紹介したのちの対応は把握できない。
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相談の主訴／対応結果

１不当な差別的取扱い

２合理的配慮の不提供

①傾聴

14

３環境の整備

４その他

（相談・意見・要望）

（苦情・不快・不満）
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